
 

山
本

議
員

の
質

問
内

容
 

○
知
事
の
政
治
姿
勢
に
つ
い
て
 

・
監
査
委
員
が
知
事
の
後
援
会
長
で
あ
る
の
は
問
題
 

・
知
事
の
公
費
出
張
の
旅
費
を
Ｈ
Ｐ
で
公
開
し
て
は
 

○
教
育
の
諸
課
題
 

・
主
権
者
教
育
を
進
め
る
た
め
に
・

25人
下
限
撤
廃
等
 

★
詳
し
く
は
、
県
議
会
Ｈ
Ｐ
（

11/29）
で
ぜ
ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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みなさんのご意見ご要望をお寄せください。 

１１月
定

例
月

議
会

は
、

平
成

２７年
度

一
般

会
計

歳
入

歳
出
決

算
等

１３

件
を
原
案
通
り
可
決
し
ま
し
た
。
日
本
共
産
党
は
、
一
般
会
計
決
算
と
県

流
域

下
水

道
事

業
特

別
会

計
決

算
の

２
件

に
反

対
し

他

１１件
は

賛
成

し

ま
し
た
。
 

■
シ

ャ
ー

プ
・
東

芝
等

へ
の

補
助

金
 

台
湾
ホ
ン
ハ
イ
に
売
ら
れ
た
シ
ャ
ー
プ
亀
山
工
場
に
今
年
度
も

４
億
円
支
払
わ
れ
ま
し
た
。
今
後
残
っ
て
い
る
８
億
円
の
補
助

金
は
や
め
る
べ
き
で
す
。
不
正
会
計
で
県
民
の
信
頼
を
無
く
し

た
東
芝
へ
の
補
助
金
も
や
め
る
べ
き
で
す
。
 

 ■
大

型
公

共
事

業
へ

の
負

担
金

 
長
良
川
河
口
堰
の
償
還
金
、
四
日
市
港
管
理
組
合
へ
の
国
直
轄

事
業
霞
４
号
幹
線
整
備
事
業
負
担
金
な
ど
 

 ■
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
制

度
の

業
務

委
託

へ
の

負
担

金
 

総
務
省
の
天
下
り
先
に
な
っ
て
い
る
「
地
方
公
共
団
体
情
報
シ

ス
テ
ム
」
は
情
報
公
開
法
の
対
象
外
で
、
言
わ
れ
る
ま
ま
の
値

段
で
負
担
金
を
払
う
し
く
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。
国
で
は
１
２

４
億
円
、
三
重
県
で
も
負
担
金
を
払
っ
て
い
ま
す
。
 

 ■
伊

勢
志

摩
サ

ミ
ッ

ト
の

道
路

整
備

費
 

首
脳
が
ど
こ
を
通
る
か
わ
か
ら
な
い
た
め
に
整
備
し
た
３
本
の

道
の
整
備
費
。
子
ど
も
達
が
通
学
に
使
う
道
路
の
白
線
が
消
え

事
故
の
心
配
の
声
が
寄
せ
ら
れ
て
も
予
算
が
な
い
と
聞
き
入
れ

ら
れ
な
い
ま
ま
で
す
。
 

県
税
収
入
の
伸
び
は
、
地
方
消
費
税
が
１
１
４
億
円
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
民
生
費
・
衛
生
費
な
ど
は
、
自
然
増
の
分
を
含
め
て

わ
ず
か

40億
円
弱
。
消
費
税
は
必
ず
し
も
社
会
保
障
の
充
実
に
使
わ

れ
て
い
ま
せ
ん
。
法
人
二
税
の
増
加
分
は
わ
ず
か

26億
円
で
す
。
地

方
交
付
税
を
増
や
す
こ
と
を
国
に
要
望
し
、
大
企
業
や
富
裕
層
を
優

遇
す
る
税
制
か
ら
、
県
民
の
命
と
暮
ら
し
を
守
る
た
め
の
税
制
に
変

え
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。
 

大
企

業
優

遇
な
ど
の
歳

出
こ
ん
な
に

も
 

三重県議会 

１１月定例月会議 

他
、安

保
関

連
法

の
影

響
で

の
志
願

者
不

足
を

補
う

た
め

に
熱

を
お

び
る

自
衛

隊
員

募
集

事
業

。森
と
み

ど
り

の
森

林
税

は
県

民
意

見
が

反
映

さ
れ

て

い
な

い
な

ど
、

納
得

で
き

る
使

い
方

に
な

っ
て

い
ま

せ
ん

。
 

カ
ジ
ノ
法
案
 民

意
無
視
 強

行
採
決

う
 
 
 
）
 

三
重
県
議
会
「
慎
重
審
議
の
意
見
書
」
実
ら
ず
 

 

１２月
定

例
月

会
議

は
、

７
日

「
カ

ジ
ノ

解
禁

に
向

け
た

統
合

型
リ

ゾ
ー

ト
施

設
（

IR）
整

備
推

進
法

案
の

慎
重

審
議

を
求

め
る

意
見

書
」

を
賛

成

２３、
反
対

２１で
可
決
し
ま
し
た
。
こ

の
法

案
に

対
す

る
地

方
議

会
の

意
見

書
提
出
は
、
全
国
で
初
め
て
で
す
。
 

提
出

者
は

、
日

本
共

産
党

、
新

政
み

え
、

大
志

、
草

の
根

運
動

み
え

の
４

会
派

、
６

議
員

で
す

。
日

本
共

産
党

か
ら

は
岡

野
議

員
が

意
見

書
の

賛
成
討
論
に
立
ち
ま
し
た
。
 

し
か

し
、

こ
の

カ
ジ

ノ
法

案
は

、
審

議
を

つ
く

す
こ

と
無

く
、

反
対

多
数

の
国

民
の

声
を

ふ
み

に
じ

っ
て

、
延

長
国

会
の

会
期

末
を

さ
ら

に
延

長
し

た
う

え
で

、
１

５
日

未
明

に
衆

議
院

で
自

民
・

公
明

の
一

部
・

維
新

な
ど

の
賛

成
多

数
で

成
立

。
日

本
共

産
党

は
、

将
来

に
禍

根
を

残
す

こ
と

が
な
い
よ
う
に
、
声
を
あ
げ
続
け
ま
す
。
 

日
本
共

産
党

は
、
衆

議
院

で
カ

ジ
ノ
解

禁
推

進
法
案

を
強

行
採
決

し
た
こ

と
に

断
固
抗

議
し

ま
す
。

こ
の
法

案
は

、
特
定

複
合

観
光
施

設
の
整

備
を

う
た
い

ま
す

が
、
本

質
は
日

本
で

禁
じ
ら

れ
て

い
る
民

間
賭
博

・
カ

ジ
ノ
を

解
禁

す
る
も

の
で
す

。
犯

罪
の
賭

博
で

「
経
済

対
策
」

と
い

う
の
は

、
人

の
不
幸

の
上
の

成
長

戦
略
と

い
う

べ
き
も

の
で
す
。
 

ま
た
、

ギ
ャ

ン
ブ
ル

依
存

症
対

策
が
必
要
だ
と
言
わ
れ
る
中
で
、
 

カ
ジ

ノ
の

収
益

で
依

存
症

対
策

を

し
よ

う
と

い
う

の
は

、
非

常
識

き

わ
ま
り
ま
せ
ん
。
 

国
民

に
ほ

と
ん

ど
知

ら
さ

れ
な

い
ま

ま
、

衆
議

院
内

閣
委

員
会

で

た
っ

た
５

時
間

３３分
の

審
議

、
世

論
調

査
で

も
カ

ジ
ノ

解
禁

に
反

対

は
５

割
を

超
え

て
い

ま
す

。
こ

の

よ
う

な
中

で
採

決
を

強
行

し
た

こ

と
は

、
将

来
に

禍
根

を
残

す
も

の

で
す
。
 

参
議

院
の

審
査

に
お

い
て

は
、

慎
重

の
上

に
も

慎
重

を
期

し
た

充

分
な

審
議

が
さ

れ
る

よ
う

要
望

し

意
見
書
案
に
賛
成
し
ま
す
 

 
日
本
共
産
党
の
山
本
議
員
は
、
一
般
質
問
で
知
事

の
姿

勢
・

教
育

の
諸

課
題

に
つ

い
て

質
問

し
ま

し

た
。
 

関
連
質
問
と
し
て
岡
野
議
員
は
、
津
市
教
育
委
員

会
か

ら
も

県
に

要
望

書
が

提
出

さ
れ

て
い

る
少

人

数
学

級
の

拡
大

と

25人
下

限
の

撤
廃

を
学

校
現

場

の
現
状
を
あ
げ
つ
つ
要
求
し
ま
し
た
。
 

下限２５人撤廃・少人数学級拡大を 
 親の願いは、一人ひとりの子どもに、学力をしっか
りとつけてほしいということです。津市内のある小学
校の一年生は３３人で１学級です。みえ３０人学級
は、下限２５人の規定があるため適用されません。こ
のような３０人以上の学級は津市で小学校２５パー
セント、中学校７０パーセントもあります。 

津市では生きる力サポーターなどの制度を活用し
ていますが、何といっても一日を通した担任の指導が
どの子どもにも届くように学級の人数を少なくする
ことが必要です。 

県下の小 1・2 年生の２５人下限をなくし３０人以
下学級を実現するために必要な９５人の教員と人件
費４億５６００万円の予算を要求しました。 

意
見

書
に

賛
成

討
論

 

県
民

の
命

と
暮

ら
し

を
守

る
税

制
改

革
を

 


